
第5回社会保障審議会日本年金機構評価部会  
平 成 2 2 年 7 月 1 3 日  

資料1－2  

日本年金機構  

平成21年度  

個別評価シート・（イメージ）   



日本年金機構中期目標   日本年金機構中期計画   平成21年度計画   平成21年度における評価の視点   
評価   

2 年金記録問題への対応  Ⅰ．年金記録問題への対応に関する  Ⅰ年金記録問題への対応に関する事項  Ⅰ．年金記録問題への対応に関する   
○ 国においては、年金記  事項   年金記録問題の解決に向け、以下の取  事項   

日本年金枚構  

録問題への対応を「匡I家プ  ○ 年金記録問題の解決に向け、以  組を進める。特に、ねんきん特別便、ねん  年金記録問題の解決に向けた取組を   
の自己評価  

ロジェクト」と位置付け、その  下の取組を計画的に進める。   きん定期便の処理及び再裁定の迅速化に  計画的に進めているか。特に、ねんき  厚生労働省   
早期解決に向け、平成22  ついて、重点的に体制を整備して取り組  ん特別便、ねんきん定期便の処理及  ゐ評価  
年度及び平成23年度の2  む。   び再裁定の迅速化にづいて、重点的  
年間に集中的に予箕・人員  に体制を整備して取り組んでいるか。   

を投入して取り組み、平成2  
5年度までの聞に多角的に  
取り組むこととしている。日  

本年金機構においては、厚  
生労働省と緊密に連携し  
て、年金記録問題への対応  
を当面の最重要課題として  

取り組むこと。  

○、年金記録問題の解決に  
向けては、厚生労働省に設  
置されている外部有識者に  

よる委員会等の議論も踏ま  7  

え、以下の事項について、  
計画的に取り組むこと。  

戸 弓  

J  J  

解明事案についての実態  ついての実態解明  日本年金機 

解明   についての実態解明を進めているか。   
I各種のサンプル調査の実施などを通  

じて未解明事案についての実態解明  

を進める。  
構 の自己評価 厚生労働省 の評価                         ・年金記録問題に関する未  （1）年金記録問題に関する未解明事  （1）年金記録問題に関する未解明事案に  （1）各種のサンプル調査の実施などを     案についての実態解明      ・各種のサンプル調査の実施などを通じて 未解明事案についての実態解明を進め る。  通じて、年金記録問題の未解明事案  
・基礎年金番号に末続合に  （2）基礎年金番号に末続合になって  （2）基礎年金番号に末続合になっている記  （2）基礎年金番号に末続合になって   

なっている記録の統合・解  いる記録の統合・解明   録の続合・解明   

明   ・末続合記録については、「ねんきん  ■末続合記録については、「ねんきん特別  便」イねんきん定期便」、「年金記録の  
特別便」イねんきん定期便」、各種解  便」イねんきん定期便」、各種解明作業に  確認のお知らせ」（黄色便）等の回答  厚生労働省  

知らせ」（黄色便）等の回答に係る記録  便）等の回答に係る記録確認作業を引き  明・統合を進めたか。  
確認作業を引き続き実施することによ  

り、解明・統合を進める。   る。  

日本年金機構 の自己評価        いる記録については、「ねんきん特別                  の評価    く        明作業に基づく「年金記録の確認のお  基づく「年金記録の確認のお知らせ」（黄色  こ係る記録確認作業の実施により、解             続き実施することにより 



Z   

日本年金機構中期目標   日本年金機構中期計画   平成21年度計画   平成21年度における評価の視点   評価   

作業に当たっての市町村と  市町村との連携   

の連携   ・受給者・加入者の年金記録につい－  一受給者・加入者の年金記録について、ね  金記録の確認の促進を図ったか。   
て、ねんきん特別便による確認作業を  ・受給者t加入者への年金  （3）受給者■加入者への年金記録の  （3）受給者・加入者への年金記録の確認  （3）受給者・加入者への年金記録の  日本年金機構      記録の確藷作業及び確認  確認作業及び確認■作業に当たっての  作業及び確認作業に．当たっての市町村と  確認作業を行つとともに、確認作業に  の自己評価      の連携  当たって市区町村との連携を図り、年          厚生労働省      行う。  

■年金受給者に送付した名寄せ・特別便に  

・特に、名寄せ特別便については、「訂  
正なし」と回答のあった方及び未回答  

の方のうち、結び付く可能性が高い記  
録について、フォローアップを確実に  
行う。  いをねんきん定期便に同封する。  
・その際、市区町村が保有する電話番．  
号や住所等の情報提供及び電話又は  
訪問による記録の確認調査の実施な  
どに協力いただくことにより、年金記録  
の確認の促進を図る。   

日本年金 

記録と電子画像化した紙台  の突合せ   ・年金記録情報総合管理・照合システムの  コンピュータ記録との突合せに向け必   

帳の検索を一体的に行う機  ・平成22年度前半に年金記録情報総  構築に向けて、紙台帳の電子画像化、アブ  要な調達手続きを進めたか。   
能、突合せ結果を管理する  合管理・照合システムを構築し、当該  リケーションソフトの開発、サーバ等のハー  ・年金記録情報総合管理・  （4）年金記録情報総合管理・照合シス  （4）年金記録情報総合管理一照合ンス丁ム  （4）紙口帳検索ソス丁ムの構築に向  機構 の自己評価  照合システム（コシビュータ  テムによるコンピュータ記録と紙台帳  によるコンピュータ記録と紙台帳の突合せ  けた紙台帳の電子画像化や紙台帳と                  厚生労働省         の評価  機能等を有するシステム）に  システムを用いて、紙台帳等とコン  ド機器の整備等を進めるとともに、紙台帳   
よるコンピュータ記録と紙台  ピュータ記録との突合せを、優先順位  とコンピュータ記録との突合せに向けて、   
帳の突合せ   を付けた上で効率的に実施する。   第1次審査要員の確保等必要な調達手続  

きを進める。   

一年金記録の訂正や再裁定  （5）年金記録の訂正や再裁定後の支  （5）年金記録の訂正や再裁定後の支給等  （5）年金記録の統合状況等に応じて、   
後の支給等を迅速に行うた  給等を迅速に行うための体制整備  を迅速に行うための体制整備   

めの体制整備   ・年金記録の統合状況等に応じて、再  ・年金記録の統合状況等に応じて、再裁定  制を整備したか。  
裁定の迅速な処理を行うための体制  の迅速な処理を行なうための体制を整備  
を整備する。   する。  構        再裁定の迅速な処理を行うための体  日本年金枚 の自己評価  



日本年金機構中期目標   日本年金機構中期計画   平成21年度計画   平成21年度における評価の視点   
評価   

・標準報酬等の遡及訂正事  （6）標準報酬等の遡及訂正事案につ  （6）標準報酬等の遡及訂正事案について  （6）標準報酬等の遡及訂正事案につ   

案についての実態解明■迅  いての実態解明・迅速な記録回復  の実態解明・迅速な記録回復   いて、ご本人による記録確認・年金事   日本年金機構  

速な記録回復   ・受給者・加入者にご自身の年金言己録  ・加入者への「ねんきん定期便」や受給者  務所段階での記録回復を行うことによ  
の自己評価  

を確認していただいた上で、一定の条、  への「厚生年金加入記録のお知らせ」の送  り、記録回復を速やかに進めたか。  厚生労働省  
件を満たす場合には年金事務所段階  の評価  
での記録回復を行うことにより、被害   
の救済を速やかに進める。   進める。  

・一定の条件を満たす場合には、年金記録  
確認第三者委員会に送付することなく、年  
金事務所段階での記録回復を行うことによ  

り、被害の救済を速やかに進める。  

・ねんきん定期便や常に年  （7）ねんきん定期便や常に年金記録  （7）ねんきん定期便や常に年金記録が確  く7）「ねんきん定期便」の送付を行うと   

金記録が確認できる仕組み  が確認できる仕組みによる加入者情  認できる仕組みによる加入者情報の提供  ともに、常に年金記録が確認できる仕   8本年金機構  

による加入情報の提供  報の提供   ・被保険者に対して、保険料納付実績や年  組みの構築に向けて検討を行ったか。  
の自己評価  

・被保険者に対して、保険料納付実績  
や年金見込み額をお知らせする「ねん  

厚生労働省  

きん定期便」を実施する。  
甲評価   

・自分の年金記録（年金見込額及び保険料  

■自分の年金記録（年金見込額及び保  

険料納付額を含む）を常に確認可能と  

する仕組みを構築する。  

・その他年金記録問題の解       その他年金記録問題の解決に向けて         その他年金記録問題の解決に向けて   
決に向けて取り組むことが  な取組を進める。   必要な取組を進めたか。  
必要な事項   



J   

日本年金機構中期目標   日本年金機構中期計画   平成21年度計画   平成21年度における評価の痍点   評価   

の業務の質の向上に関する  の向上に関する事項  の質の向上に関する事項  
の自己評価 

事項  

厚生労働省  
（1）適用事務に関する事項   1．適用事務に関する事項  1．適用事務に関する事項   の評価  

○ 国民年金の適用を促進  （1）国民年金の適用の促進   （1〉国民年金の適用の促進   （1）国民年金の適用の促進 

すること。   以下の取組により、国民年金の適用  中期計画に沿って、住民基本台帳ネット  住民基本台帳ネットワークシステムを  
の促進を図る。   ワークシステムを活用した20歳到達者の  活用した20歳到達者の適用促進等の  

ア住民基本台帳ネットワークシステ  

ムにより把握した20歳到達者につい  

て、職権による適用事務の実施によ  
り、適用を促進する。  

3 提供するサービスその他  Ⅱ 提供するサービスその他の業務  Ⅱ 提供するサービスその他の業務の質  Ⅱ．提供するサービスその他の業務  日本年金機構．          の質の向上に関する事項 1．適用事務に関する事項        ■                  、  
イ転職者等の被保険者種別変更の  
届出について、事業主説明会等にお  
ける周知や関係情報に基づく積極的  

な確認・勧奨により、適正な層出を促  
進する。  

ウ国民健康保険の保険者である市  
町村との連携により、適正な届出を促  
推する   

については、未適用事業所  険の適用の促進   適用の促進 険の適用の促進   

を把握の上、促進すること。  
の自己評価  

の適用を促進する。これらの取組にあ  て、年金記録問題への対応状況を踏まえ  ついて、年金記録問題への対応状況  厚生労働省  
たっては、年金記録問題への対応状  つつ、平成21年度は特に以下の点につい  を踏まえつつ、平成21年度は特に未  の評価  
況を踏まえつつ、毎事業年度（平成21  適用事業所の的確な把握、未適用事  
年度を除く。）、数値目標や具体的なス  業所への重点的加入指導・認定によ  

ケジュールを定めた行動計画を機構  る加入手続を実施したか。  
全体及び各年金事務所ごとに策定し、 
当該計画に基づき効果的・効率的な  

推進に努める。  

なお、重点的加入指導（職員による  

○厚生年金保険等の適用  （2）厚生年金保険・健康保険・船員保  （2）厚生年金保険・健康保険・船員保険の  （2）厚生年金保険・健康保険・船員保  日本年金機構       ’  

個別訪問及び年金事務所への呼び出  
し）など適用促進に関する各種取り組  

みについては、中期計画期間中ので  
きるだけ早い時期に、社会保険庁にお  
ける平成18年度の実績水準を回復  
し、その後、更なる上積みを行うことを  
目指す。   

し   




